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中戸川：古河機械金属株式会社社長の中戸川でございます。あらためて皆様、本日はお忙しい中、

当社決算説明会にご参加くださり誠にありがとうございます。 

当社は、1875 年の創業以来大きな変遷を重ね、今年創業 150 年を迎えることができました。引き

続き、投資家の皆様により一層のご理解をいただけるよう、IR の充実を図ってまいりますので、

どうぞよろしくお願いいたします。 



 
 

 

本日の説明ですが、前半で中間期決算および通期予想、後半で先日発表しました新・企業理念・長

期ビジョンの策定について説明を申し上げます。 

 

まず、中間期決算の概要です。2026 年 3 月期中間期の対前年同期増減は、売上高は 41 億円増の

976 億円、営業利益は 7 億円増の 42 億円、経常利益は 28 億円増の 62 億円、親会社株主に帰属す

る中間期純利益は 38 億円減の 49 億円となりました。 



 
 

 

今期予想の概要です。2026 年 3 月期通期予想の対前期増減は、売上高は 37 億円減の 1,975 億円、

営業利益は 17 億円減の 80 億円、経常利益は 3 億円減の 94 億円、親会社株主に帰属する当期純利

益は 111 億円減の 75 億円を予想しています。 

年間配当金につきましては、今期も 70 円を予定しています。 

なお、自己株式取得状況ですが中間期までに 51 億円を取得、今期末累計で約 80 億円の取得を予

定しています。2 月に発表しました上限 100 億円規模の自社株買いの進捗については、10 月末ま

でに総額 78 億円まで進捗しています。 



 
 

 

損益計算書です。売上高、営業利益は、この後部門別に詳細に説明します。 

経常利益は、営業利益の増益 7 億円に加え、三井三池製作所を持分法適用関連会社としたことに伴

う負ののれん発生益を含む持分法投資利益 23 億円を計上したこと、為替差益 1 億円を計上したこ

となどにより、対前年同期 28 億円増の 62 億円となりました。 

特別利益は、今期も政策保有株式を一部売却し、投資有価証券売却益 8 億円を計上しました。前年

同期は政策保有株式の縮減方針に伴い、大量に売却を実施しており、対前年同期 73 億円減となり

ました。その結果、親会社株主に帰属する中間純利益は 38 億円減の 49 億円となりました。 



 
 

 

貸借対照表です。資産の部において、流動資産が現金および預金、原材料および貯蔵品、産業機械

部門の受取手形・売掛金・契約資産の減少等により 177 億円減となりましたが、固定資産のうち

投資その他の資産が、上場株式の株価上昇、関係会社株式の取得により、投資有価証券が増加し、

127 億円増となり、総資産は 52 億円減の 2,518 億円となりました。 

負債の部は記載のとおりで、80 億円減の 1,154 億円となりました。 

純資産は、自己株式の取得によるマイナス計上がありましたが、その他有価証券評価差額金の増加

等により、28 億円増の 1,364 億円となりました。 

 



 
 

 

有利子負債は、短期借入金の増加等により 42 億円増加し、602 億円となりました。 

連結キャッシュ・フローは、営業活動に係る資産・負債の増減による支出、法人税等の純支払額等

の計上により、営業キャッシュ・フローが 36 億円のマイナスとなりました。投資キャッシュ・フ

ローは、投資有価証券の売却による収入がありましたが、有形固定資産の取得による支出や、関係

会社株式の取得による支出があり、30 億円のマイナス。財務キャッシュ・フローは、借入による

収入がありましたが、自己株式の取得による支出、長期借入金の返済による支出等により、25 億

円のマイナスとなりました。 



 
 

 

次に部門別業績ですが、売上高は主に産業機械部門、素材 3 部門で増収となり、対前年同期 41 億

円増の 976 億円となりました。 

機械事業では 3 億円減の 414 億円、素材事業では 44 億円増の 530 億円となりました。 

営業利益はロックドリル部門、ユニック部門で減益となりましたが、主に産業機械部門、金属部門

で増益となり、対前年同期 7 億円増の 42 億円となりました。機械事業では、ほぼ横ばいの 21 億

円、素材事業全体では 7 億円増の 17 億円となりました。 

為替と銅価の実績は、記載のとおりです。 



 
 

 

今期の通期予想の売上高は、主に電子部門、化成品部門で増収を見込んでいるものの、為替や金属

価格の影響を大きく受ける金属部門で大幅な減収を見込み、対前期 37 億円減の 1,975 億円を予想

しています。 

機械事業では 31 億円減の 832 億円、素材事業では 9 億円減の 1,078 億円を予想しています。 

営業利益は、主にロックドリル部門、電子部門で増益を見込んでいますが、産業機械部門と金属部

門で減益を見込み、対前期 17 億円減の 80 億円と予想しています。機械事業では 4 億円減の 55 億

円、素材事業全体では 12 億円減の 19 億円を予想しています。 

為替と銅価の実績および前提条件は記載のとおりです。 



 
 

 

次に、部門別に詳細を説明します。 

まず産業機械部門です。 

スライド下段は、主力製品の強み、向け先、シェアなどを記載しておりますので、参考にしてくだ

さい。 

中間期の売上高は、マテリアル機械は破砕設備の売上増、ポンプは部品の出荷増により増収とな

り、対前年同期 7 億円増の 95 億円となりました。営業利益は、前年同期に発生したマテリアル機

械のプラント工事遅延等に伴う追加原価の減少などにより、対前年同期 5 億円増の 5 億円となりま

した。 

受注残は工事進行に伴い減少し、新たな受注が後ろ倒しになっていることから、対前年同期 62 億

円減の 80 億円にとどまり、このうち今期売上見込みは 36 億円を想定しています。 

通期予想の売上高は、ポンプはスラリーポンプ出荷増を見込み増収、マテリアル機械は本体・プラ

ント・部品の販売減により減収、橋梁やポンプ設備は前期の反動により減収を予想しており、対前

期 28 億円減の 194 億円と予想しています。営業利益は、マテリアル機械、ポンプ設備、橋梁の減

益により、対前期 5 億円減の 17 億円を予想しています。 



 
 

 

次に、ロックドリル部門です。中間期の売上高は対前年同期 10 億円減の 174 億円となりました。

国内は、トンネルドリルジャンボ、油圧ブレーカ、油圧圧砕機の出荷が増加となりましたが、油圧

クローラドリルの出荷減、整備事業の減少などにより、対前年同期並みの 64 億円となりました。

海外は、油圧クローラドリルが、アフリカ、東南アジアで出荷増となりましたが、北米での出荷減

により、対前年同期 9 億円減の 110 億円となりました。 

営業利益は、減収による減益で対前年同期 1 億円減の 13 億円となりました。 

通期予想の売上高は、対前期 1 億円減の 349 億円を予想しています。国内は、油圧圧砕機の販売

増を見込むものの、トンネルドリルジャンボ、油圧クローラドリル、油圧ブレーカの販売減、整備

事業の減少等を見込み、対前期 7 億円減の 133 億円を予想しています。海外は、油圧ブレーカの

北米での販売増を見込み、対前期 6 億円増の 215 億円を予想しています。 

営業利益は、国内は減収減益も、海外は主に北米での値上げ効果と増収を見込み、対前期 1 億円増

の 29 億円を予想しています。 



 
 

 

ユニック部門です。中間期の売上高は対前期横ばいの 144 億円となりました。国内は、ユニック

キャリアは出荷増となりましたが、ユニッククレーンの出荷が減少し、対前年同期並みの 109 億

円となりました。海外は、東南アジア向けユニッククレーンの出荷が減少したものの、欧州向けミ

ニ・クローラクレーンの出荷が増加し、前年同期並みの 35 億円となりました。 

営業利益は、国内の生産台数減少による固定費の負担増加等の原価率の悪化により、対前年同期 3

億円減の 2 億円となりました。 

通期予想の売上高は、対前期 1 億円減の 289 億円を予想しています。国内は、ユニックキャリア

の出荷増加を見込むものの、トラック供給の遅れによるユニッククレーンの出荷減少を見込み、対

前期 6 億円減の 223 億円を予想しています。海外は、ミニ・クローラクレーン、ユニッククレー

ンの販売増を見込み、対前期 5 億円増の 66 億円を予想しています。 

営業利益は、国内は出荷減少も、値上げ効果で利益率の改善が見込まれるものの、国内の生産台数

減による固定費負担増の原価率等の悪化により、対前期若干減の 9 億円を予想しています。 



 
 

 

金属部門です。中間期の売上高は、電気銅の生産量が対前期 881 トン減の 2 万 2,419 トンとな

り、販売数量は前年同期並みとなったものの、電気金の販売数量増と海外相場上昇により、対前年

同期 40 億円増の 446 億円となりました。 

営業利益は、円高に加え委託損益の悪化がありましたが、金属価格変動影響による価格差益の計上

により、対前年同期 6 億円増の 12 億円となりました。 

通期の売上高は、電気銅の生産量が対前期 937 トン減の 4 万 4,838 トンを見込み、販売数量が微

減にとどまるものの、電気金の販売数量減を見込み、対前期 20 億円減の 903 億円を予想していま

す。 

営業利益は、買鉱条件の落ち込みによる委託損益の悪化を見込むことに加え、2026 年 3 月期下期

予想に金属価格変動影響による価格差益を見込まないため、対前期 17 億円減の 7 億円を予想して

います。 



 
 

 

電子部門です。中間期の売上高は、コイルは車載向けの販売減により減収となりましたが、高純度

金属ヒ素は販売単価上昇、窒化アルミセラミックスは半導体製造装置向け部品の需要回復により、

対前年同期ほぼ横ばいの 31 億円となりました。 

営業利益は、利益率の改善と増収により 9,000 万円の利益計上となりました。 

通期予想の売上高は、コイルは車載向けの販売減少を見込むものの、高純度金属ヒ素の販売単価上

昇、結晶製品の数量増、窒化アルミセラミックスの半導体製造装置向け部品の出荷増を見込み、対

前期 5 億円増の 71 億円を予想しています。 

営業利益は、利益率の改善と増収を見込み、対前期 3 億円増の 5 億円を予想しています。 



 
 

 

化成品部門です。中間期の売上高は、酸化銅は AI サーバー市場のパッケージ基板向けに需要回復

し、亜酸化銅は船底塗料の需要好調により、それぞれ販売数量増で、対前年同期 2 億円増の 52 億

円となりました。 

営業利益は、銅価格上昇による酸化銅および亜酸化銅の原料コスト増により、対前年同期横ばいの

3 億円となりました。 

通期予想の売上高は、酸化銅、亜酸化銅、硫酸バンドの販売数量増を見込み、対前期 5 億円増の

104 億円を予想しています。 

営業利益は、銅価格上昇による酸化銅および亜酸化銅の原料コストの増加が予想されますが、増収

による増益を見込み、対前期若干増の 7 億円を予想しています。 



 
 

 

通期予想について、8 月に発表した前回予想と今回予想について説明します。 

売上高は 35 億円増、営業利益は 3 億円増に上方修正しました。詳細はこの後説明します。また、

営業外収益に持分法による投資利益を計上したこと、特別利益に投資有価証券売却益を計上したこ

とに加え、政策保有株式のさらなる売却を見込むことから、経常利益は 12 億円増、親会社株主に

帰属する当期純利益は 21 億円増に上方修正しました。 

部門別業績予想の対前回予想との増減を表にしたものです。増減説明は次のページで説明します。 



 
 

 

部門別業績予想の対前回予想をグラフ化したものです。グラフの上段は中間期の売上高と営業利益

の増減、下段が通期予想の売上高と営業利益の増減となっています。 

中間期の対前回予想増減です。ロックドリル部門は国内増収も海外減収で減益。ユニック部門は海

外増収も国内減収で減益。金属部門は電気金の海外相場上昇による価格差益で増益。化成品部門は

亜酸化銅の数量減で減収も利益は横ばい。産業機械部門、電子部門、不動産事業はほぼ想定どお

り。以上の結果、連結では対前回予想で 5 億円の増益となりました。 

次に、通期の対前回予想増減です。産業機械部門はマテリアル機械の市況悪化とベルトコンベヤの

期ずれで減収減益を予想。ユニック部門は国内トラックの供給遅れにより出荷減を見込み、減収減

益を予想。ロックドリル部門は北米での出荷増を見込み増収増益を予想。金属部門は中間期の増収

増益を反映して増収増益を予想しています。以上から、連結では対前回予想で 3 億円の増益を予想

しています。 



 
 

 

次に、政策保有株式の縮減について説明します。2024 年 5 月、政策保有株式の連結純資産に対す

る比率を 2025 年 3 月末までに 20%未満まで縮減する目標を公表し、2025 年 3 月末時点では、政

策保有株式の比率を 1 年前の 40.8%から 16.6%に縮減し、目標を達成しました。 

当中間期においても、政策保有株式の売却を継続してきましたが、政策保有株式の株価上昇によ

り、9 月末時点での比率は 22.6%となっています。2026 年 3 月末には、さらなる株式売却によ

り、20%未満まで縮減を目指しています。 



 
 

 

20 ページから 22 ページは参考資料です。後ほどご確認ください。 

 

 

  



 
 

 

  



 
 

 

それでは続きまして、11 月 7 日に発表しました新・企業理念／長期ビジョンの策定について説明

します。これは創業 150 周年という大きな節目を迎えるにあたり、未来志向の経営をさらに加速

させるために策定したものであります。当社の存在意義、社会との関わり方、そして今後の成長戦

略を明確に示すものです。 

企業理念は、当社グループがどのような価値を社会に提供し、どのような姿勢で事業を展開してい

くかを定義するものです。グループ全体の意思決定や、行動の根幹となる指針として位置づけてい

ます。 

また、長期ビジョンでは、持続可能な社会の実現に向けて、当社グループが注力すべき重点領域や

10 年後を見据えた成長の方向性を具体的に描いています。 

これらは投資家の皆様にとって、当社グループの中長期的な価値創造の姿勢と、安定的かつ持続的

な企業成長へのコミットメントを示す重要なメッセージでもあります。 



 
 

 

古河機械金属グループのこれまでの歩みと取り組みを示したものであります。当社グループは、創

業以来 150 年にわたり、信頼される企業であり続けることを基本姿勢として、社会の変化に柔軟

に対応しながら事業を展開してきました。 

創業 140 周年の節目には、未来志向の経営理念「古河機械金属グループ経営理念」と、2025 年に

向けた長期ビジョン「FURUKAWA Power ＆ Passion 150」を策定し、未来に向けた躍進を目指し

てきました。これらは、当社グループが持続可能な成長を実現するための方向性を示したものであ

り、投資家の皆様にとりましても、当社グループの中長期的な価値創造に向けた取り組み姿勢をご

理解いただく一助になったものと考えています。 



 
 

 

現在、企業を取り巻く社会は大きな転換期を迎えています。持続可能な社会への実現に向けた取り

組みが加速する一方で、働き方の柔軟化や価値観の多様化、ダイバーシティの尊重など、企業に求

められる役割も大きく変化しています。 

デジタルシフトや AI の進展は、産業構造や人々の生活に革新をもたらし、グローバル化の進展と

ともに、少子高齢化、生産年齢人口の減少、インフラの老朽化、自然災害の備えといった課題も深

刻化しています。こうした複雑な社会的背景を踏まえ、企業には SDGs や DE&I への対応、働き方

改革、DX、AI を活かしたイノベーションの推進などが求められています。 

当社グループは、2025 年度を最終年度とする長期ビジョン「Power ＆ Passion 150」で、営業利

益 150 億円の常態化を掲げていますが、現状の延長線上ではその実現は困難であります。このこ

とは、収益拡大に向けて多くの課題が解決されないためと真摯に受け止めており、抜本的な収益構

造の改革と持続的な収益力の向上に向けた取り組みが急務であると、あらためて強く認識していま

す。 

社会環境の変化と課題認識を踏まえ、当社グループは社会とのつながりをより深め、災害対応、環

境配慮、労働力不足、都市整備などの分野において、社会のレジリエンスに貢献できる企業へと進

化することが必要であるとの認識のもと、新たな企業理念体系を制定するとともに、次なる 10 年

の発展に向けた長期ビジョンを策定しました。 

 



 
 

 

新しい企業理念体系は、当社グループのアイデンティティを再確認し、未来に向けた指針として策

定したものです。 

まず、全体像からになりますが、当社グループのアイデンティティを象徴する山一マークを中心に

据え、まず使命、社会における当社の存在意義。ビジョン、使命の実現に向けて目指すべき姿。価

値観、使命の実現に取り組む指針であり、意思決定や行動の根底にある考え方。行動原則、価値観

を体現する上で重視する視点であり、具体的な行動指針。これら四つの要素から構成されていま

す。 



 
 

 

企業理念の冒頭には、当社グループのアイデンティティを示す言葉として、「鉱山開発に始まる技

術力により社会基盤を支え」という文言を掲げています。これは、古河機械金属グループ、当社グ

ループの普遍的な理念であり、独自性と誇りを象徴するものです。この言葉は、単なる過去の振り

返りではなく、未来に向けた私たちの決意でもあります。さらに、マーケティング経営を進化さ

せ、社会に必要とされる企業、存在であり続けることを、共有すべきアイデンティティとして明示

しています。 

  



 
 

 

新たに策定した使命、社会へのメッセージです。環境と調和した豊かな社会の実現。これは当社グ

ループの存在意義を明確にするとともに、持続可能な社会の構築に向けた企業としての基本的な姿

勢を示すものです。時代の課題に応じて革新を重ね、社会基盤を支えてきた創造的解決力で、安全

で快適かつ環境と調和した社会の実現に貢献するとともに、企業として持続的成長と中長期的な企

業価値の向上を目指していきます。 

  



 
 

 

次にビジョン・価値観・行動原則です。ビジョン、より良い明日のために社会基盤の進化を支える

信頼のパートナーは、使命の実現に向けて当社が目指すべき姿を示すものであり、価値観、持続可

能性・多様性・革新性と、行動原則、共生・誠実・共創、これは使命との一貫性と親和性を重視し

て策定しました。 

これらは、役職員が日々の業務の中で実践すべき指針として、企業文化の根幹を形成します。特に

価値観と行動原則は、企業理念の中でも実務に直結する要素であり、組織の一体感と持続的成長を

支える重要な柱です。これらの理念は意思決定や行動の基準として機能し、社内外のステークホル

ダーとの信頼関係を築く上でも、不可欠な役割を果たしていくものと考えています。 



 
 

 

ここまでご説明した内容を一覧で再掲します。 

古河機械金属グループ企業理念として、オリエンテーションを冒頭に掲げ、使命、ビジョン、価値

観、行動原則を体系的に定義しています。この理念体系は、当社グループが社会とともに歩み、持

続可能な未来を創造するための羅針盤として機能するものです。 

  



 
 

 

次に、当社グループの新たな長期ビジョン「Vision F 2035」について説明します。このビジョン

は、新たな企業理念体系の中核である社会基盤の進化を目指す上で、10 年後の当社のあるべき姿

を描いたものです。 

ステートメントとして、「社会のレジリエンスを共創する企業へ」を掲げ、災害対応や環境配慮、

労働力不足、都市整備など社会基盤の持続性に関わる課題に対応する姿勢を明確にしています。 

私たちは、CSV の理念に基づくマーケティング経営の高度化を通じて、技術力、人材力、財務基

盤を総合的に強化し、変化に強い経営体制を築いていきます。これにより、環境問題や社会構造の

変化といった複雑な課題に柔軟に対応し、持続可能なインフラ整備を支えることで、社会全体のし

なやかな成長に貢献します。 



 
 

 

ここからは、長期ビジョン「Vision F 2035」に基づく重点戦略のうち、事業戦略について説明し

ます。 

事業戦略につきましては、新たな経営理念、企業理念体系のビジョンとして掲げる社会基盤の進化

を目標として、環境や社会の変化に伴って生まれるニーズに向き合い、それに応える重点項目を設

定しています。 

まず環境分野では、防災・減災に資するインフラ工事、省エネ、電動化製品の開発、さらには廃棄

物の再資源化による循環型経済の実現を目指します。これらは、気候変動や自然災害といった地球

規模の課題に対して、当社グループが果たすべき責任であり、同時にまた新たな市場機会でもあり

ます。 

素材事業においては、ICT、IoT 関連素材の供給を通じて、環境問題や社会課題の解決に貢献して

いきます。情報通信技術の進展に伴い、素材の高度化、多様化が求められている中、当社グループ

の技術力を活かした製品開発で、社会のデジタル化に貢献していきます。 

そして社会分野では環境対応型搬送設備によるインフラ工事の促進や、地域特性に応じた都市整備

への貢献、無人化省人化製品の提供による安全かつ効率的な作業支援、さらには IoT を活用したサ

ポートシステムによるカスタマーサクセスの実現にも注力していきます。 



 
 

 

続きまして、人材基盤、財務基盤、ガバナンスの三つの重点戦略について説明します。 

重点分野の一つ目が人材基盤の進化です。価値創造に直通する最新技術や業務対応力の強化を目的

として、研修教育制度の充実を図っていきます。また、従業員が健康で働きやすい環境づくりを推

進し、DE&I の浸透や人事制度の進化を通じた個人の成長と組織の活性化を目指します。 

重点分野の二つ目が財務基盤の深化でございます。売掛債権の早期回収や在庫圧縮による運転資本

のスリム化を進め、キャッシュフロー創出力の強化を図っていきます。 

また、資金効率の向上と有利子負債の適正管理により、投下資本に対する利益率の向上と財務レバ

レッジ力の強化を進めていきます。さらに、配当政策の強化や自己株式取得を通じて、資本コスト

の最適化にも取り組みます。 

最後に、ガバナンスの強化です。人材・財務両基盤の強化と並行して、企業価値向上とリスクマネ

ジメント体制の整備に向け、コンプライアンスの徹底と、内部統制の高度化、監査体制の充実を通

じて、引き続きガバナンスの強化を推進していきます。 

以上が、当社グループの新たな企業理念体系、そして、次の 10 年を見据えた長期ビジョン

「Vision F 2035」の概要となります。今回の長期ビジョンは、2035 年の当社グループのあるべき

姿を描いたものであり、数値目標は掲げてはおりませんが、その実現に向けた具体的な道筋とし

て、現在、新たな中期経営計画の策定を進めております。 



 
 

この計画は、利益率や資本効率などの収益性、効率性を重視した数値目標を明確にし、当社グルー

プの成長戦略をより具体的に示すものといたします。 

私たちはこれからも皆様との信頼と共感を礎に、変化を恐れず、挑戦を続け、より良い社会の実現

に向けて、グループ一丸となって取り組んでまいります。 

説明は以上となります。株主、投資家の皆様には、古河機械金属にどうぞご期待くださいますよ

う、今後ともよろしくお願い申し上げます。 

 

  



 
 

質疑応答 

 

質問なし。 


